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分担研究報告書
医療者に対する就労支援に対する意識アンケート調査
研究協力者　橋本久美子　（聖路加国際病院　がん・相談支援室　）


A. 研究目的
　2012年6月の第2期がん対策推進基本計画で、がん患者とその家族を社会全体で支える安心して暮らせる社会の構築を実現することが目標の一つに掲げられ、「働くことが可能かつ働く意欲のあるがん患者が働けるよう、医療従事者、産業医、事業主等との情報共有や連携の下、プライバシー保護に配慮しつつ、治療と職業生活の両立を支援するための仕組みについて検討し、検討結果に基づき施行的取り組みを実施すること」が示されている。医療機関と就労関連の専門職との協働が求められているが、「がん」と診断された後の患者の多くが、治療による通院や体調変化のために「治療をしながら、今までのように働けるのか自身がない」など、休職や離職という就労に関しての疑問や悩みを抱え相具体的な整備は整っていない。そこで本研究では、先行研究班（高橋班）の分担研究（和田）で用いられたアンケート用紙を用いて、本研究班で全国で行なわれた、就労問題についての勉強会参加者に、医療現場における医療者の就労支援に対する意識の実態を把握することを目的とした。
B. 研究方法
対象：本研究において2013年12月2日から２０１４年2月２５日までの間に全国７カ所で開催した医療者向け就労支援の勉強会に参加した医療者（医師・看護師・ソーシャルワーカー）。調査手法：質問紙調査
調査エリア：全国
サンプル数：10７人
設問数：３１問
（倫理面への配慮）
　参加者には事前に説明を行い、口頭にて了承を得た。
Ｃ．研究結果
1. 対象者の属性
対象者は女性８１人（７６％），男性１６人（１５％）の内訳で，経験年数は10年未満（２５％），10～19年未満（３２％）20～29年未満（２０％）30～39年（９％）、40～49年（４％）、50年以上（１％）であった。主に勤務している医療機関は、病院が最も多く88人（82％），診療所２人（２％）その他　７人（７％）であった。 
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2．患者の「仕事」に関する関心の状況
　患者の仕事への関心は100％で、業務内容を聞くようにしている人が88%、患者の勤務形態を聞くようにしている人が73%であった。また、患者が仕事を辞めずに治療できることは望ましいと考えている人が97%、次いで、患者が仕事をなるべく休まなくてすむように外来や検査の日時を配慮している人が５８％であった。
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実際に、患者には、治療の過程で仕事を休まないといけない時期や仕事への影響を説明しているのは、全体の６４％、患者に、会社の上司などに今後の見通しについて説明し理解を求めるようにアドバイスしているには、６３％、休職した患者に対しては、復職の多イミングについてアドバスをしているのは、４４％、患者が仕事を継続できるように副作用などをできるだけ減らせるよう心がけているのは、５４％であった。

3．産業医や企業との連携状況について
　産業医とのやり取りをしたことがあるのは、１９人（全体の９％）であった。また、会社に提出する診断書に今後の治療の見通しや職場での必要な配慮などを書くようにしているのは、３４人（全体の３１％）で、約半数は対応しておらず、さらには、患者の所属している会社の産業医から治療の見通しと職場での配慮についての意見書が求められたら回答するは、４０人（３６％）、回答しない４１人（３７％）、わからないが２６人（２３％）で半数以上は、回答するかどうかわからないという結果であった。
　医療者として、仕事の話をする時間的余裕は、ないと思っているのは１８人（１４％）で、ほとんどの人が時間はあると思っている。一方で、患者の仕事についてのアドバイスは難しいと思っているのが、５３人（４７％）と、全体の約半数であった。
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４．医療者への相談について
患者は治療期間中の仕事の継続についてもっと医療者に相談する方がよいと思っているのは、９４％、ケースワーカーやソーシャルワーカーは患者の就業について相談を積極的に受けることが望ましいが９８％、看護師が望ましいが８５％であった。また、医療者として治療費や高額療養制度などについて患者に説明しているは、８１％であった。
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５．就労支援の実態について

問診票に、患者の職業を問う欄があるかについては、あるが５４人（４９％）、ない２９人（２６％）、わからない２６人（２３％）であった。また、外来は予約通り（１時間以内のずれ）に受診できるかは、できるが２７人（２４％）、できない７５人（６１％）であった。約半分以上が出来ていていない結果であった。さらに、平日夕方や週末など患者や家族が仕事を休まなくても受診できるような体制があるかについては、ある１６人（１４％）、ない７６人（７７％）。抗がん剤の治療の日時や時間は患者の仕事の予定に配慮して決められるのは、３５人（４０％）、決められない　４４人（３９％）、わからないが２０人（１８％）、放射線治療の日時は配慮して決められるのは、４３人（３９％）、できない４５人（４０％）わからない　２０人（１８％）であった。さらに、就業に関して患者の依頼や必要に応じて看護師が患者に対して個別に対応する体制があるのは、３８人（３３％）、　ケースワーカーやソーシャルワーカーが対応する体制があるのが７９人（７１％）であった。
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Ｄ．考察
　がん患者に対する就労支援に対して医療者は関心が高いく、積極的に声をかけ、治療継続にあたり、できるだけ配慮しようとしていることがわかった。患者にアドバイスをしようとはするが、仕事へのアドバイスは難しいと思っており、産業医や勤務先との調整や情報共有などはほとんど行われていないことが浮き彫りになった。これは、産業医の役割が、企業側と患者にとってどのような義務と権利があるのかということや、産業医側への最新のがん治療への理解などの相互の協働の機会がこれまでなかったことも原因と考えられ、今後は、勉強も機会や情報共有への取り組むは必要と思われる。また、患者や家族に対し、医療者に相談するとよいと思っているが、実際には、職業に関する情報収集や、それに対応できる外来治療の体制や支援体制が整っていない状況がわかった。治療に関することは対応できるが、就労や家族の問題は個別的、多様であること、さらには、がん疾患の特性から、経過が長く先の見通しがつきにくい。この結果から， これまでがん患者の就労問題について雇用先も医療機関も関心は高くなったが、まだまだ積極的に取り組んでいなかったという現状が浮き彫りになったと考える。
Ｅ．結論
がん患者に対する就労支援に対して医療者は関心が高いが、治療継続にあたり、産業医や勤務先との調整や情報共有などは行われていないことが浮き彫りになった。治療に関することは対応できるが、就労や家族の問題は個別的、多様であること、さらには、がん疾患の特性から、経過が長く先の見通しがつきにくい。この結果から， これまでがん患者の就労問題について雇用先も医療機関も関心は高くなったが、まだまだ積極的に取り組んでいなかった。最近では、抗がん剤などの副作用に伴う症状が、がん患者自身の自信喪失となり離職への誘因という報告もある。産業医や企業側と医療機関との情報交換や協働に向けて、病院の外来治療や相談体制などの仕組みつくりが必要である。
F．研究発表
１．論文発表　
　　なし
２．学会発表
　　なし
資料：質問票及び結果集計一覧
　　　
研究要旨：2012年6月の第2期がん対策推進基本計画で、がん患者とその家族を社会全体で支える安心して暮らせる社会の構築を実現することが目標の一つに掲げられ、「働くことが可能かつ働く意欲のあるがん患者が働けるよう、医療従事者、産業医、事業主等との情報共有や連携の下、プライバシー保護に配慮しつつ、治療と職業生活の両立を支援するための仕組みについて検討し、検討結果に基づき施行的取り組みを実施すること」が示されている。医療機関と就労関連の専門職との協働が求められているが、具体的な整備は整っていない。そこで本研究では、先行研究班（高橋班）の分担研究（和田）で用いられたアンケート用紙を用いて、本研究班で全国で行なわれた、就労問題について医療現場にて講義およびロールプレイ学習の勉強会参加者へ、就労支援に対する意識の実態を把握することを目的としたアンケート調査を行なった。本研究において2013年12月2日から２０１４年2月２５日までの間に全国７カ所で開催した医療者向け就労支援の勉強会に参加した医療者（医師・看護師・ソーシャルワーカー）の男女10７人からアンケートの回答を得た。対象は、本研究で開催した、医療者向け就労支援の勉強会に参加した医療者（医師・看護師・ソーシャルワーカー）の男女10７人。調査は質問紙を利用し，本アンケート調査を通して，全体の８８％が、がん患者者の仕事に関心を持ち、仕事の業務内容を聞き関わっていることがわかった。また、患者が仕事を辞めずに治療ができることは望ましいと考えているのは全体の９７％で、患者が仕事をなるべく休まなくてすむように外来や検査の日にちや時間の設定に５８％が配慮している。さらに、患者には、治療の過程で仕事を休まないといけない時期や仕事への影響の説明を６４％がしており、会社の上司などに仕事の見通しについて説明し理解を求めるようにアドバイスしているのは６３％、仕事が継続できるように副作用をできるだけ減らすように心がけているのが、５４％であった。休職した患者に対しては復職のタイミングについて４４％がアドバイスし、治療と就労支援に向けて、取り組んでいこうとしていることがわかった。一方で、「患者の産業医とやり取りをしたことがある」のは、全体の１０％で、「会社に提出する診断書に今後の見通しや職場で必要な配慮を書くようにいている」のは、３１％、「会社の産業医から治療の見通しと職場での必要な配慮についての意見書を求められたら回答する」のが、３６％であり、「患者の仕事へのアドバイスは難しいと思っている」４６％であった。医療者は関心は高いが、産業医や企業との実際の調整へかかわる機会がなく、仕事へのアドバイスは難しいと思っていることがわかった。さらに、実態においては、「問診票で患者の職業を問う欄があるか」のは４９％、「外来は、予約時間どおり（１時間以内のずれ）受診ができる」のは、全体の２４％、「平日夕方や週末など患者や家族が仕事を休まなくても受信できる体制がある」は１４％、「抗がん剤の治療日時は、患者の仕事の予定に配慮して決める」は４０％、「放射線治療の日時は仕事の予定に配慮して決められる」３９％、「就業に関して患者の依頼や必要に応じて看護師が個別対





「就業に関して患者の依頼や必要に応じて看護師が個別対応している体制がある」３３％、「ケースワーカーやソーシャルワーカーが個別対応している体制がある」７１％であった。就労支援に対して、医療者は、関心は高いが、治療継続にあたり産業医や勤務先との調整や情報共有などは行われていない。また、医療者に相談するとよいと思っているが、実際には、職業に関する情報収集や、それに対応できしいと思っている」４６％であった。医療者は関心は高いが、産業医や企業との実際の調整へかかわる機会がなく、仕事へのアドバイスは難しいと思っていることがわかった。さらに、実態においては、「問診票で患者の職業を問う欄があるか」のは４９％、「外来は、予約時間どおり（１時間以内のずれ）受診ができる」のは、全体の２４％、「平日夕方や週末など患者や家族が仕事を休まなくても受信できる体制がある」は１４％、「抗がん剤の治療日時は、患者の仕事の予定に配慮して決める」は４０％、「放射線治療の日時は仕事の予定に配慮して決められる」３９％、「就業に関して患者の依頼や必要に応じて看護師が個別対応している体制がある」３３％、「ケースワーカーやソーシャルワーカーが個別対応している体制がある」７１％であった。就労支援に対して、医療者は、関心は高いが、治療継続にあたり産業医や勤務先との調整や情報共有などは行われていない。また、医療者に相談するとよいと思っているが、実際には、職業に関する情報収集や、それに対応できる外来治療の体制や支援体制が整っていない状況であった。この結果から，これまでがん患者の就労問題について雇用先も医療機関も関心は高くなったが積極的に取り組んでいなかったという現状が浮き彫りになったと考える。











